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介護と介護事業を守り、よくする！
｢学び｣｢共感｣｢モチベーション｣をもたらす研修シリーズ
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生産性向上＆業務改善2024
■生産性向上推進体制加算の算定に向けて

天晴れ介護サービス総合教育研究所 株式会社
代表取締役 榊原 宏昌
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■第1部 14:00～15:30

Zoomセミナー（参加者のお名前やお顔は出ません）

ご意見/ご感想/ご質問（チャット）に対しリアルタイムに応答

■第2部 15:30～16:00

口頭でのご質問・ご相談・意見交換タイム

録画はしませんので、可能な限り「顔出し」でお願いします

■セミナー後、「資料」と「動画」を送付します

※法人内のみのご活用にとどめて下さい

■これまでのセミナー動画＋資料は、

一般販売（レンタル）も行っています（500本超！）

ご受講にあたって
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講師プロフィール

3

◎昭和52年、愛知県生まれ 介護福祉士、介護支援専門員

◎京都大学経済学部卒業後、平成12年、特別養護老人ホームに介護職として勤務

◎社会福祉法人、医療法人にて、生活相談員、グループホーム、居宅ケアマネジャー、

有料老人ホーム、小規模多機能等の管理者、新規開設、法人本部の実務に携わる

◎15年間の現場経験を経て､平成27年4月｢介護現場をよくする研究･活動｣を目的に独立

◎著書、雑誌連載多数。講演、コンサルティングは年間400回を超える

◎ブログ、facebook、毎朝5:55のライブ配信など毎日更新中

◎YouTubeや動画ライブラリーでは500本以上の動画を配信

◎介護と介護事業を守り､よくする！｢事業経営＆教育インフラ｣リーダーズ･プログラム（年会費制）主催

◎4児の父、趣味はクラシック音楽

◎天晴れ介護サービス総合教育研究所 https://www.appare-kaigo.com/ 「天晴れ介護」で検索

■日本福祉大学 社会福祉総合研修センター 兼任講師

■全国有料老人ホーム協会 研修委員 ■稲沢市 地域包括支援センター運営協議会委員

■7つの習慣アカデミー協会 認定ファシリーテ―ター

■出版実績：中央法規出版、日総研出版、ナツメ社、その他10冊以上

■平成20年第21回ＧＥヘルスケア・エッセイ大賞にてアーリー・ヘルス賞を受賞

■榊原宏昌メールアドレス sakakibara1024@gmail.com
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介護現場をよくする研究・活動
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➢facebook、ブログ等を毎日更新、情報発信
➢天晴れ介護サービス総合教育研究所YouTubeチャンネル 週１～２回動画配信
➢メルマガ（日刊：介護の名言、週刊：介護現場をよくする研究＆活動通信）
➢以上の情報はHP（「天晴れ介護」で検索）よりどうぞ
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介護現場をよくする研究・活動
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■よい介護職はいても、よい介護現場はなかなかない……

・１人１人がよくなるだけでは、うまくいかない

・チーム、組織、目標、計画、ルール

リーダーシップ、コミュニケーションなどが必要

・「介護現場」をよくすることで

利用者はもちろん、職員も幸せになれる！

・人と人とがお互いに学び合い

気持ちよく支え合える社会づくり
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天晴れ介護サービス「ACGs」！
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著書・雑誌連載
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内容

利用者・職員から選ばれる！

介護サービス
経営の教科書
人を大切にする経営｢10｣の極意
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本日の内容
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■生産性向上＆業務改善2024

生産性向上推進体制加算の算定に向けて

・前回の振り返り

・生産性向上推進体制加算の算定要件と詳細

・参考資料等
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生産性向上＆業務改善
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■毎月1回90分＋Q&A（1年間：セミナー＆後日動画）

１．生産性向上について～全体像を把握して抵抗感を減らす～

２．生産性向上計画の進め方～業務改善の内容と具体的方法～

３．①職場環境の整備～５S活動について～

４．②業務の明確化と役割分担

～業務全体の流れ、役割分担、テクノロジーの活用～

５．③手順書の作成～業務の標準化、属人的にしない具体策～

６．前半を終えて～Q&A、意見交換～

７．④記録・報告様式の工夫～記録の書き方､タブレット活用～

８．⑤情報共有の工夫～ノートや朝礼、インカムなどの活用～

９．⑥OJTの仕組みづくり～教える内容と教え方の技術～

10．⑦理念・行動指針の徹底～判断基準がわかるようになる～

11. 改めて生産性向上計画の全体像と進め方

12． 生産性向上推進体制加算の算定に向けて
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生産性向上＆業務改善
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■特典動画16本！ ●万円相当 ※1年コースお申込みの方

・管理職養成講座（全12回）より以下3本

管理職の仕事とは～心構えと身につけるべきスキル～

業務の全体像とその管理～何を見て､何を管理するのか？～

｢ルール｣と｢コミュニケーション｣でチームを再点検！

・パワハラにならない指導の具体策

・業務の個別化、ケアマネジメント

・新人研修の方法

・ACGs「事業所運営編7本」

環境／接遇／生活の安定と安全／楽しみ・喜び／家族・地域

事業所の維持／チームワーク

・ビジネススキル3本（ロジカル＆クリティカルシンキング

アイデア創出・問題解決）
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本日の内容
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■生産性向上＆業務改善2024

改めて生産性向上計画の全体像と進め方

・前回の振り返り

・改めて生産性向上＆業務改善の学び直し

・計画策定、実施の進め方

・計画策定、実施の事例（特養・デイ・訪問）
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少ない人数で、

より多くの利用者のケアを行う？

生産性向上について
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人員基準緩和の実証事業スタート
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シルバー産業新聞 2022年8月10日
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ガイドライン（居宅サービス版）より
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介護保険部会 とりまとめへ
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ガイドライン（居宅サービス版）より
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2040年に向けたサービス提供体制等のあり方検討会
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「2040 年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 第1回
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３ 介護機器について

加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）を算定するに当たっては、以下の介護機器を使用する
必要があること。なお、介護機器の選定に当たっては、事業所の現状の把
握及び業務面において抱えている課題の洗い出しを行い、業務内容を整理
し、職員それぞれの担うべき業務内容及び介護機器の活用方法を明確化し
た上で、洗い出した課題の解決のために必要な種類の介護機器を選定する
こと。

生産性向上推進体制加算
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ガイドライン（支援･促進）より
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ガイドライン（支援･促進）より
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ガイドライン（施設版）より
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ガイドライン（施設版）より
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ガイドライン（施設版）より
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ガイドライン（施設版）より
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ガイドライン（施設版）より

26



Copyright (c) hiromasa sakakibara.All rights reserved.

ガイドライン（施設版）より
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ガイドライン（支援･促進）より
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ガイドライン（施設版）より
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ガイドライン（施設版）より
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ガイドライン（支援･促進）より
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ガイドライン（支援･促進）より
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本日の内容
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■生産性向上＆業務改善2024

生産性向上推進体制加算の算定に向けて

・前回の振り返り

・生産性向上推進体制加算の算定要件と詳細

・参考資料等
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生産性向上推進体制加算
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１基本的な考え方

生産年齢人口が減少していく一方、介護需要が増大していく中 において 、
介護人材の確保 が 喫緊の課題となっている 。 介護職員の処遇改善を進
めることに加え、介護ロボットや ICT 等のテクノロジーの導入等により、
介護サービスの質を確保 するとともに 、 職員の負担軽減に資する生産
性向上の取組 （介護現場では業務改善と同義と捉えて差し支えない。）
を推進することが重要である。

テクノロジーの導入に関しては、 平成 27 年度から 地域医療介護総合確保
基金を活用した導入支援等を実施して いるところであるが 、導入件数は
増加傾向にある 一方 、 令和４年度に実施した 介護現場でのテクノロ
ジー活用に関する調査研究によると、 介護業界全体でみると、 テクノロ
ジーの導入が幅広く進んでいるとはいえない状況である。 また、テクノ
ロジーの導入を行う場合には、介護現場の課題に合わせたテクノロジー
の導入に加え、利用者の状況やテクノロジーの機能に応じた適切な業務
手順の変更及び当該変更された手順に基づく継続的な業務改善の取組が
必要 となるところ 、現場の声として、継続的な取組の実施が難しいと
いった課題もある。

生産性向上推進体制加算の通知より
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現在の介護現場の状況及び将来の社会情勢の変化を 踏まえると 、介護業界
全体で生産性向上の取組 を 図る 必要があ ることから 、 今般 、 令和６
年度の介護報酬改定において、 利用者の安全並びに介護サービスの質の
確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会 （以下
「委員会」という。）の設置 を義務付ける（３年間の経過措置を設定）
とともに、 テクノロジーの導入による効果 の定着に向けて（※）継続的
な活用を支援するため 生産性向上推進体制加算 （（Ⅰ）・（Ⅱ））（見
守り機器等のテクノロジー等を導入し、生産性向上ガイドラインに基づ
いた業務改善を継続的に行うとともに、効果に関するデータ提出を行う
こと等を評価する加算） を 新設 し たところである 。

なお、 厚生労働省 においては、下記６による実績報告 をもとに 、本加算
を算定する介護サービス事業所における生産性向上 の 取組の進展状況を
定期的に把握・分析することとしており、当該分析結果等を踏まえ、加
算の見直しを含む必要な対策を検討することとしている。

（※）これまで に 国が実施した実証事業等に参加をした 介護サービス事
業所等においては、生産性向上の取組による効果の定着に複数年の期間
を要すると いった状況 も ある。

生産性向上推進体制加算の通知より
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２ 生産性向上推進体制加算（（Ⅰ）・（Ⅱ））の仕組み等

生産性向上推進体制加算（以下「加算」という。）は、テクノロジーの導入
後の継続的な活用を支援するため、委員会の開催や必要な安全対策を講じ
た上で、見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入し、「介護サービス
事業における生産性向上に資するガイドライン」の内容に基づいた業務改
善を継続的に行うとともに、事業年度毎に１回、生産性向上の取組に関す
る実績データを厚生労働省に報告する場合に、一月当たり 10 単位を算定
（加算（Ⅱ））することとした。

また、上記の加算（Ⅱ）の要件を満たし、当該要件に基づき提出した実績
データにより生産性向上の取組による成果が確認された場合であって、見
守り機器等のテクノロジーを複数導入し、かつ、職員間の適切な役割分担
（利用者の介助に集中して従事する介護職員を設けることやいわゆる介護
助手の活用等）の取組を行っている場合に、一月当たり 100 単位を算定
（加算（Ⅰ））することとした。

生産性向上推進体制加算
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加算（Ⅰ）及び加算（Ⅱ）の関係については、加算（Ⅰ）が上位区分となる
ものである。両加算の違いとして、加算（Ⅱ）においては、生産性向上の
取組の成果の確認は要件としていないところであるが、加算（Ⅰ）の算定
に当たっては、加算（Ⅱ）で求める取組の成果の確認が要件となる。また、
加算（Ⅰ）では加算（Ⅱ）の要件に加え、テクノロジーを複数導入するな
どの違いがある。

加算（Ⅰ）及び加算（Ⅱ）により、生産性向上の取組を段階的に支援してい
くこととしており、原則として、加算（Ⅱ）を算定し、一定の期間、加算
（Ⅱ）の要件に基づいた取組を進め、加算（Ⅰ）に移行することを想定し
ているものであるが、生産性向上の取組を本加算の新設以前より進めてい
る介護サービス事業所においては、最初から加算（Ⅰ）を算定することも
可能である。詳細については下記７を参照すること。また、加算（Ⅰ）及
び加算（Ⅱ）を同時に算定することはできないものである。

なお、加算（Ⅰ）の算定を開始するに当たっては、加算（Ⅱ）で求める取組
の成果の確認が要件となることから、本加算の要件に基づき生産性向上の
取組を開始するに当たっては、後述する６（１）から６（３）の項目に関
するテクノロジー導入前の状況を調査する必要があることに留意すること。

生産性向上推進体制加算
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３ 介護機器について

加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）を算定するに当たっては、以下の介護機器を使用する
必要があること。なお、介護機器の選定に当たっては、事業所の現状の把
握及び業務面において抱えている課題の洗い出しを行い、業務内容を整理
し、職員それぞれの担うべき業務内容及び介護機器の活用方法を明確化し
た上で、洗い出した課題の解決のために必要な種類の介護機器を選定する
こと。

生産性向上推進体制加算
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生産性向上推進体制加算
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(1) 加算（Ⅰ） 加算（Ⅰ）を算定するに当たっては、以下の①から③の介
護機器を全て使用することとし、また、①の機器は全ての居室に設置し
（全ての利用者を個別に見守ることが可能な状態をいう。）、②の機器は
同一の時間帯に勤務する全ての介護職員が使用すること。

① 見守り機器

利用者がベッドから離れようとしている状態又は離れたことを感知できるセ
ンサーであり、当該センサーから得られた情報を外部通信機能により職員
に通報できる利用者の見守りに資する機器をいう。なお、見守り機器を居
室に設置する際には、利用者のプライバシーに配慮する観点から、利用者
又は家族等に必要な説明を行い、同意を得ることとし、機器の運用につい
ては、当該利用者又は家族等の意向に応じ、機器の使用を停止するなどの
運用は認められる。

② インカム（マイクロホンが取り付けられたイヤホンをいう。）等の職員
間の連絡調整の迅速化に資するＩＣＴ機器（ビジネス用のチャットツール
の活用による職員間の連絡調整の迅速化に資するＩＣＴ機器も含む。）

③ 介護記録ソフトウェアやスマートフォン等の介護記録の作成の効率化に
資するＩＣＴ機器（複数の機器の連携も含め、データの入力から記録・保
存・活用までを一体的に支援するものに限る。）
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(2) 加算（Ⅱ）

加算（Ⅱ）を算定するにあたっては、（１）①から③に掲げる介護機器のう
ち、１つ以上を使用すること。なお、（１）②の機器は同一の時間帯に勤
務する全ての介護職員が使用すること。

生産性向上推進体制加算
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４ 職員の業務分担の明確化等による業務の効率化及びケアの質の確保並び
に職員の負担軽減について

加算（Ⅰ）を算定するに当たっては、業務内容の明確化や見直しを行い、職
員間の適切な役割分担を実施すること。

例えば、以下のことが対応として想定されるものであるが、委員会において、
現場の状況に応じた必要な対応を検討すること。

・ 負荷が集中する時間帯の業務を細分化し個人に集中することがないよう
平準化すること

・ 利用者の介助に集中して従事する介護職員を設けること

・ いわゆる介護助手の活用（食事等の準備や片付け、清掃、ベッドメイク、
ごみ捨て等、利用者の介助を伴わない業務を集中的に実施する者を設ける
などの取組）を行うこと

・ 利用者の介助を伴わない業務の一部を外注すること

生産性向上推進体制加算
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５ 委員会における安全対策の検討及び取組状況の定期的な確認について

委員会は、管理者だけでなく、ケアを行う職員を含む幅広い職種やユニット
リーダー等が参画するものとする。

委員会では、次の（１）から（４）までの事項について必要な検討を行い、
また、委員会は三月に一回以上開催し、当該事項の実施状況を確認し、ケ
アを行う職員の意見を尊重しつつ、必要に応じて利用者の安全並びに介護
サービスの質の確保及び職員の負担軽減を図る取組の改善を図ること。

また、委員会における検討に基づき実施された取組により業務効率化が図ら
れた場合、その効率化された時間は、介護サービスの質の確保及び職員の
負担の軽減に資する取組に優先して充てること。

なお、委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとし、
個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情
報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システム
の安全管理に関するガイドライン」等に対応すること。
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(1) 「利用者の安全及びケアの質の確保」について

① 見守り機器等から得られる離床の状況、睡眠状態やバイタルサイン等の
情報を基に、介護職員、看護職員、介護支援専門員その他の職種が連携し
て、見守り機器等の導入後の利用者等の状態が維持されているか確認する
こと。

② 利用者の状態の変化等を踏まえた介護機器の活用方法の変更の必要性の
有無等を確認し、必要な対応を検討すること。

③ 見守り機器を活用する場合、安全面から特に留意すべき利用者について
は、定時巡回の実施についても検討すること。

④ 介護機器の使用に起因する施設内で発生した介護事故又はヒヤリ・ハッ
ト事例（介護事故には至らなかったが介護事故が発生しそうになった事例
をいう。）（以下「ヒヤリ・ハット事例等」という。）の状況を把握し、
その原因を分析して再発の防止策を検討すること。
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(2) 「職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮」について

実際に勤務する職員に対して、アンケート調査やヒアリング等を行い、介
護機器等の導入後における次の①から③までの内容を確認し、適切な人員
配置や処遇の改善の検討等が行われていること。

① ストレスや体調不安等、職員の心身の負担の増加の有無

② 職員の負担が過度に増えている時間帯の有無

③ 休憩時間及び時間外勤務等の状況

(3) 「介護機器の定期的な点検」について

次の①及び②の事項を行うこと。

① 日々の業務の中で、あらかじめ時間を定めて介護機器の不具合がないこ
とを確認するなどの不具合のチェックを行う仕組みを設けること。

② 使用する介護機器の開発メーカー等と連携し、定期的に点検を行うこと。

生産性向上推進体制加算
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(4) 職員に対する研修について

介護機器の使用方法の講習やヒヤリ・ハット事例等の周知、その事例を通
じた再発防止策の実習等を含む職員研修を定期的に行うこと。

また、加算（Ⅰ）を算定するに当たっては、上記に加え、職員間の適切な役
割分担（利用者の介助に集中して従事する介護職員を設けることやいわゆ
る介護助手の活用等）による業務の効率化等を図るために必要な職員研修
等を定期的に実施すること。
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６ 生産性向上の取組に関する実績データの厚生労働省への報告について

事業年度毎に１回、生産性向上の取組に関する実績として、加算（Ⅰ）を算
定する場合には、次の（１）から（５）の事項について、加算（Ⅱ）を算
定する場合には、次の（１）から（３）の事項について、原則としてオン
ラインにより厚生労働省（提出されたデータについては、厚生労働省のほ
か指定権者においても確認ができるものとする）に当該事項の結果を提出
すること。

※榊原注

（１） 利用者の満足度等の評価

（２） 総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の調査

（３） 年次有給休暇の取得状況の調査

（４） 介護職員の心理的負担等の評価

（５） 機器の導入等による業務時間（直接介護、間接業務、休憩等）の調査
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（１） 利用者の満足度等の評価

別添１の利用者向け調査票により、ＷＨＯ－５調査（利用者における満足度
の変化）の実施及び生活・認知機能尺度の確認を行うこと。

（１）については、調査実施に係る現場の負担も考慮し、５名程度の利用者
を調査の対象とすること。なお、５名程度の対象者の選定に当たっては、
利用者及び介護職員の負担が軽減されるよう、利用者自身で調査に回答を
行うことが可能な利用者を優先的に対象とすることも差し支えない。また、
加算（Ⅱ）を算定する場合で、介護機器の導入を行ったフロアや居室の利
用者の数が５名に満たない場合は、当該利用者全員を調査対象とすること

なお、（１）の調査の実施及び実績の厚生労働省への報告については、利用
者又は家族等に必要な説明を行い、同意を得ることとし、当該利用者又は
家族等の意向に応じ、調査の対象としないこととするなどの運用は認めら
れるものであること。
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【実施方法】

・利用者向け調査票による調査を利用者5名程度を対象に行います。

・調査時期には調査を行った年月を記入します。

・①WHO-5（調査） 調査対象人数には調査を行った人数を入力します。

・①WHO-5（調査） 下記「3.対象利用者におけるQOLの変化」を実施し、〇をつけた

スコアを合計します。これを利用者5人程度で行います。

・合計値の結果を0-6点、7-13点、14-19点、20-25点で先に実施した5名程度の人数

を振り分けます。（例 0-6点：1人、7-13点：1人、14-19点：2人、20-25点：1

人）

・②生活・認知機能尺度（調査） 調査人数には調査を行った人数を入力します。

・②生活・認知機能尺度（調査） 下記「2.対象利用者の生活・認知機能尺度」を実施

し、設問に対し5段階に回答し、その解答のスコアを合計します。これを利用者5人

程度に行います。

・合計値の結果を6-14点、15-21点、22-28点、29-35点で先に実施した5名程度の人

数を振り分けます。（例 6-14点：1人、15-21点：2人、22-28点、29-35点1人）

参考資料
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（２） 総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の調査

別添２の施設向け調査票により、対象事業年度の10月（※１）における介護
職員の１月当たりの総業務時間及び超過勤務時間を調査（※２）すること。

また、労働時間の把握については、原則として、タイムカード、パーソナル
コンピュータ等の電子計算機の使用時間（ログインからログアウトまでの
時間）の記録等の客観的な記録（賃金台帳に記入した労働時間数も含む）
により把握する必要があること。

（※１） 本加算を算定した初年度においては、算定を開始した月とすること。

（※２） 総業務時間及び超過勤務時間は調査対象者全体の平均値

（３） 年次有給休暇の取得状況の調査

別添２の施設向け調査票により、対象事業年度の10月を起点として直近１年
間の年次有給休暇の取得日数を調査（※）すること。

（※）年次有給休暇の取得日数は調査対象者全体の平均値（少数点第１位ま
で）を報告すること。

（２）から（４）については、全ての介護職員（加算（Ⅱ）を算定する場合
の（２）及び（３）については、介護機器の導入を行ったフロア等に勤務
する介護職員）を調査の対象とする。

生産性向上推進体制加算
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【実施方法】

・総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の調査（下の「別添2 施設向け調

査票（労働時間等調査票）」）を全職員（加算Ⅱの場合は介護機器を導入したフロ

アの職員のみ）を対象に行います。

・対象期間は対象年度の10月となります。（届け出初年度の場合は開始した月）

・対象の職員の総労働時間、超過勤務時間を合計したものを記載します。勤怠管理シス

テム等の客観的な記録から得られた実績を記入します。

・加算Ⅱの場合は10月の情報を記載するのみで良いですが、加算Ⅰを取得する場合は加

算取得前と後の記載を「生産性向上推進体制加算（Ⅰ）の算定に関する取組の成果

（別添2）」に行う必要があります。

参考資料

59

Copyright (c) hiromasa sakakibara.All rights reserved.

【実施方法】

・総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の調査（下の「別添2 施設向け調

査票（労働時間等調査票）」）を全介護職員（加算Ⅱの場合は介護機器を導入した

フロアの職員のみ）を対象に行います。

・対象期間は対象年度の10月を起点とします。つまり、前年の11月から10月の1年間で

す（届け出初年度の場合は開始した月を起点とする。）.

・対象職員の年次有給休暇取得状況を下記別添2の右端の欄に記入します。

・1年間1人当たりの平均値を出すために、記入した対象職員全員の有給休暇日数を合計

し、対象職員人数で割ります。（例：対象人数が7人、合計の有給休暇日数が69日で

あった場合は、69÷7＝9.8571…≒9.9 ※「小数第一位まで」としか指示がないの

でここではとり本記事では一旦、四捨五入して9.9としています。）

・「年次有給取得日数」の欄に1年間1人当たりの平均日数を書きます。

※加算Ⅰを取得する場合は加算取得前と後の記載を「生産性向上推進体制加算（Ⅰ）

の算定に関する取組の成果（別添2）」に行う必要があります。
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（４） 介護職員の心理的負担等の評価

別添３の介護職員向け調査票により、ＳＲＳ-18調査（介護職員の心理的負
担の変化）及び職員のモチベーションの変化に係る調査を実施すること。

（２）から（４）については、全ての介護職員（加算（Ⅱ）を算定する場合
の（２）及び（３）については、介護機器の導入を行ったフロア等に勤務
する介護職員）を調査の対象とする。

また、（４）の調査の実施及び実績の厚生労働省への報告については、介護
職員に必要な説明を行い、同意を得ることとし、当該介護職員の意向に応
じ、調査の対象としないこととするなどの運用は認められるものであるこ
と。
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【実施方法】

・全介護職員（加算Ⅱの場合は介護機器を導入したフロアの職員のみ）を対象に全介護
職員の心理的負担に関する調査を行います。

・調査時期の年月を記入します。対象期間の指定はありませんので調査の実施は当報告
を提出する直前などで良いでしょう。

・下記別添３「職員向け調査票」により、2.心理的負担評価（SRS-18調査）及び3.テク
ノロジー導入等によるモチベーションの変化に係る調査を実施します。

・下記「職員向け調査票」を介護職員に配布して記入してもらいます。

・調査を行った人数を記入します。進体制加

・①SRS-18（調査）には別添3の2.心理的負担評価（SRS-18）を用います。1～18の設
問があります。設問に対して、全くちがう（0点）、いくらかそうだ（1点）、まあ
そうだ（2点）、その通りだ（3点）で点数をつけ合計点を出します。

・①心理的負担評価（SRS-18）の合計点を、0-7点、8-19点、20-31点、32-54点で
人数を振り分け記入します。（例 0-7点：9人、8-19点：10人、20-31点：5人、
32-54点：1人）

・②モチベーションの変化（調査） には別添3の3.テクノロジーの導入等によるモチ
ベーションの変化を用います。2つの設問があります。設問に対して、モチベーショ
ンの変化について-3～3点で評価を行います。

・それぞれの設問に対して、-3～-1点、0点、1～3点で人数を振り分け記入します。
（例：-3～-1点：5人、0点：9人、1～3点：11人）算
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（５） 機器の導入等による業務時間（直接介護、間接業務、休憩等）の調査

別添４の介護職員向け調査票により、５日間の自記式又は他記式によるタイ
ムスタディ調査を実施すること。

（５）については、調査実施に係る現場の負担も考慮し、日中の時間帯、夜
間の時間帯それぞれについて、複数人の介護職員を調査の対象とすること
で足りるものとする。
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【実施方法】

・実施人数は日中と夜間の時間帯それぞれで複数人とあるので、最低でも日中2人、夜

間2人の調査が必要となります。

・下記別添4の例にならって業務の時間とそこで行った業務の「項目」の所要分数を記

載していきます。

・直接介護、間接業務、余裕時間、休憩・待機・その他の時間それぞれを合計して記入

します。
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■一般社団法人介護人材政策研究会の資料より

厚生労働省担当課に問い合わせいたしましたところ回答がありましたので、
以下ご参考まで共有いたします。

【質問①】生産性向上委員会の進め方について、委員会活動で要件にある
各テーマを検討する際、ガイドラインの手順に基づくことが求められる
と思いますが、その理解でよろしいでしょうか。

（回答）ご理解のとおり、生産性向上ガイドラインを参考に取り組みを進
めていただきたいと考えています。なお、独自の取組を否定するもので
はありません。

参考資料

69

Copyright (c) hiromasa sakakibara.All rights reserved.

【質問②】監査で確認される記録（議事録や関連資料）はガイドラインに
示されたツールを活用しないといけないのでしょうか。

（回答）ガイドラインで示したものに限定されず、任意のものを活用いた
だくことが可能です。

【質問③】特に業務時間見える化ツールについては活用に係るハードルが
高いと感じられるところですが、その活用も求められるのでしょうか。

（回答）②と同様、必ずしもガイドラインで示したツールの使用に限定さ
れず、各事業所で準備されたツールをご活用いただくことが可能です。

【質問④】以前に福祉QCに取り組んでいたことがあり、ほぼ手順としては
ガイドラインに沿っています。そうした独自の（任意）様式でもいいの
でしょうか。

（回答）任意様式をご活用いただくことが可能です。
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７ 生産性向上の取組による業務の効率化及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減に
関する成果があることの確認について

（１） 加算（Ⅱ）を算定する介護サービス事業所が加算の区分を変更し加算（Ⅰ）の
算定を開始しようとする場合

加算（Ⅰ）の算定開始に当たっては、生産性向上の取組の成果として、業務の効率化
及びケアの質の確保並びに職員の負担軽減が行われていることの確認が必要である。

具体的には、加算（Ⅱ）の要件となる介護機器の導入後、生産性向上の取組を三月以
上継続した上で、６（１）から６（３）の項目について、当該介護機器の導入前後
の状況を比較することにより、①から③のとおり成果が確認される必要がある。

この場合、比較する対象者は、原則として６（１）から６（３）の項目の調査を当該
介護機器の導入前後ともに受けている同一の利用者及び介護職員とすること。なお、
介護職員が育児・介護休業法等による育児・介護等の短時間勤務制度を利用する場
合や「治療と仕事の両立ガイドライン」に沿って事業者が設ける短時間勤務制度等
を利用する場合等、比較対象の期間中に勤務形態に変更が生じる場合についても、
比較の対象から除くこと。

また、本加算の新設以前から生産性向上の取組に着手しており、加算（Ⅱ）の要件と
なる介護機器の導入前の６（１）の項目に関する調査のデータがない場合等につい
ては、当該介護機器の導入前から介護サービスを利用する利用者へのヒアリング調
査等を行い、その結果に基づき、委員会において当該介護機器の導入による利用者
の満足度等への影響がないことを確認することで足りるものとする。
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① ６（１）の項目について、本取組による悪化がみられないこと。

（※） 「悪化がみられないこと」とは、比較により数値が下がっていない
ことをいうものであるが、数値の低下の要因が生産性向上の取組に伴うも
のではない事象によるものであることが明らかな場合については当該事象
の発生した利用者について、調査の集計対象から除くことは差し支えない。

② ６（２）の項目について、介護職員の総業務時間及び当該時間に含まれ
る超過勤務時間が短縮していること。本項目の調査対象期間は、６（２）
に規定する調査対象期間（※）に関わらず、加算（Ⅱ）の要件となる介護
機器の導入後、生産性向上の取組を三月以上継続した以降の月における介
護職員の１月当たりの総業務時間及び超過勤務時間を調査することとして
も差し支えない。なお、当該介護機器導入前の直近の同月又は当該介護機
器を導入した月の前月の勤務状況と比較すること。

（※）10月における介護職員の１月当たりの総業務時間及び残業時間

生産性向上推進体制加算
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③ ６（３）の項目について、維持又は増加していること。本項目の調査対
象期間は、６（３）に規定する調査対象期間（※１）に関わらず、加算
（Ⅱ）の要件となる介護機器を導入した月又は加算（Ⅱ）の算定を開始し
た月から②の調査対象月までの期間を調査対象期間としても差し支えない。
なお、当該介護機器導入前の直近の同期間又は当該介護機器を導入した月
の前月を起点とする直近の調査対象期間の月数（※２）における取得日数
と比較すること。

（※１）10月を起点として直近１年間の年次有給休暇の取得日数

（※２）例えば、加算（Ⅱ）の要件となる介護機器を令和６年４月に導入し、
②の調査対象期間を同年４月から同年７月の４か月間とした場合は、「直
近の同期間」は令和５年４月から同年７月の４か月間であり、「当該介護
機器を導入した月の前月を起点とする直近の調査対象期間の月数」は令和
５年12月から令和６年３月の４か月間となる。

生産性向上推進体制加算
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（２） 本加算の新設以前から加算（Ⅰ）の要件を満たすような生産性向上
の取組を進めている介護サービス事業所が最初から加算（Ⅰ）を算定しよ
うとする場合

生産性向上の取組を従来から進めている介護サービス事業所が最初から加算
（Ⅰ）を算定する場合、加算（Ⅰ）の算定開始に当たっては、当該事業所
における生産性向上の取組による成果として（１）①から③に該当するこ
とを示すデータの提出が必要である。この場合において、データとは、当
該事業所において生産性向上の取組を開始した際のデータを有している場
合については、当該データと現在の状況を比較することが考えられる。し
かしながら、加算（Ⅱ）の要件となる介護機器の導入前の６（１）の項目
に関する調査のデータがない場合等については、当該介護機器の導入前か
ら介護サービスを利用する利用者へのヒアリング調査等を行い、その結果
に基づき、委員会において当該介護機器の導入による利用者の満足度等へ
の影響がないことを確認することで足りるものとする。

生産性向上推進体制加算
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（３） （１）及び（２）に該当しない介護サービス事業所が最初から加算
（Ⅰ）を算定しようとする場合

（１）及び（２）に該当しない介護サービス事業所が最初から加算（Ⅰ）を
算定しようとする場合、加算（Ⅱ）の要件となる介護機器の導入後、生産
性向上の取組を３月以上継続した上で、当該介護機器の導入前後における
６（１）から６（３）の項目について、（１）①から③に該当することを
示すデータの提出が必要である。

生産性向上推進体制加算
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＜生産性向上推進体制加算について＞

加算（Ⅰ）（※100 単位/月）の算定開始に当たっては、加算（Ⅱ）の要件となる
介護機器の導入前後の状況を比較し、生産性向上の取組の成果の確認が求められ
ているが、例えば、数年前又は新規に介護施設を開設し、開設当初より、加算
（Ⅰ） の要件となる介護機器を全て導入しているような場合については、当該介
護機器の導入前の状況を把握している利用者及び職員がいないなど、比較が困難
となるが、導入前の状況の確認はどのように考えるべきか。

6.4.30 事務連絡 「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.５）（令和６年４
月30日）」の送付について ／12

介護機器の導入前の状況を把握している利用者及び職員がいない場合における生産
性向上の取組の成果の確認については、以下のとおり対応されたい。

Q&A
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【利用者の満足度等の評価について】

介護サービスを利用する利用者（５名程度）に、介護機器を活用することに起因す
る利用者の安全やケアの質の確保についてヒアリング調査等を行い（※）、その
結果に基づき、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減
に資する方策を検討するための委員会において当該介護機器の導入による利用者
の満足度等への影響がないことを確認すること。

（※）介護機器活用した介護サービスを受ける中での、利用者が感じる不安や困り
ごと、介護サービスを利用する中での支障の有無、介護機器活用による効果等に
ついてヒアリングを実施することを想定している。

また、事前調査が実施できない場合であって、ヒアリング調査等を行う場合には、
別添１の利用者向け調査票による事後調査の実施は不要となる。

Q&A
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【総業務時間及び当該時間に含まれる超過勤務時間の調査、年次有給休暇の取得状
況の調査について】

加算（Ⅱ）の要件となる介護機器を導入した月（利用者の受入れを開始した月）を
事前調査の実施時期（※）とし、介護職員の１月当たりの総業務時間、超過勤務
時間及び年次有給休暇の取得状況を調査すること。また、事後調査は、介護機器
の導入後、生産性向上の取組を３月以上継続した以降の月における介護職員の１
月当たりの総業務時間、超過勤務時間及び年次有給休暇の取得状況を調査し、事
前調査の勤務状況と比較すること。

（※） 介護施設を新たに開設し、利用者の受入開始月から複数月をかけて利用者の
数を拡大するような場合については、利用者数の変化が一定程度落ち着いたと考
えられる時点を事前調査の対象月とすること。この場合、利用者数の変化が一定
程度落ち着いた考えられる時点とは、事前調査及び事後調査時点における利用者
数と介護職員数の比に大きな差がないことをいう。

（例） 例えば、令和６年１月に介護施設（定員 50 名とする）を新たに開設し、同
年１月に 15 人受け入れ、同年２月に 15 人受け入れ（合計 30 名）、同年３月
に 15 人受け入れ（合計 45 名）、同年４月に２名受け入れ（合計 47 名）、の
ように、利用者の数を段階的に増加していく場合については、利用者の増加が落
ち着いたと考えられる同年４月を事前調査の実施時期とすること。

Q&A

78



Copyright (c) hiromasa sakakibara.All rights reserved.

生産性向上推進体制加算
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８ 厚生労働省等への報告等について

６の厚生労働省への報告については、別紙１により報告をすること。また、
加算（Ⅰ）の算定を開始する場合、「指定居宅サービスに要する費用の額
の算定に関する基準、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する
基準、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準、指定介
護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防支援
に要する費用の額の算定に関する基準、指定地域密着型サービスに要する
費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要す
る費用の額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に係る体制等
に関する届出等における留意点について」（平成12年３月8日老企第41
号）の別紙41「生産性向上推進体制加算に係る届出書」を届け出る際に、
当該届出書の備考１に規定する各種指標に関する調査結果のデータとして
別紙２を添付すること。

あわせて、別紙１については「電子申請・届出システム」を活用したオンラ
インによる提出を予定しているが、システム改修に一定の期間を要するた
め、当面の間は別の方法による提出とする予定である。詳細については、
別途通知する。

報告にあたり、指定権者が委員会における検討状況を確認できるよう、当該
委員会の議事概要を提出すること。また、介護サービス事業所のテクノロ
ジー活用に関して、厚生労働省が行うケアの質や職員の負担への影響に関
する調査・検証等への協力に努めること。
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９ その他

介護保険法の改正により、令和６年４月から介護サービス事業所の生産性
向上の取組が促進されるよう都道府県に対する努力義務が創設されること
も踏まえ、都道府県主導のもと、生産性向上に資する様々な支援・施策を
総合的・横断的に一括して取り扱い、適切な支援につなぐワンストップ窓
口の設置等を進めているところである。本加算の算定に際し、生産性向上
の取組を進めるに当たっては、当該窓口の活用も有効である。

生産性向上推進体制加算
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県が設置している介護生産性向上相談センター

87
日経ヘルスケア 2025年1月号
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本日の内容

88

■生産性向上＆業務改善2024

生産性向上推進体制加算の算定に向けて

・前回の振り返り

・生産性向上推進体制加算の算定要件と詳細

・参考資料等
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生産性向上＆業務改善
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■毎月1回90分＋Q&A（1年間：セミナー＆後日動画）

１．生産性向上について～全体像を把握して抵抗感を減らす～

２．生産性向上計画の進め方～業務改善の内容と具体的方法～

３．①職場環境の整備～５S活動について～

４．②業務の明確化と役割分担

～業務全体の流れ、役割分担、テクノロジーの活用～

５．③手順書の作成～業務の標準化、属人的にしない具体策～

６．前半を終えて～Q&A、意見交換～

７．④記録・報告様式の工夫～記録の書き方､タブレット活用～

８．⑤情報共有の工夫～ノートや朝礼、インカムなどの活用～

９．⑥OJTの仕組みづくり～教える内容と教え方の技術～

10．⑦理念・行動指針の徹底～判断基準がわかるようになる～

11. 改めて生産性向上計画の全体像と進め方

12． 生産性向上推進体制加算の算定に向けて
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生産性向上＆業務改善
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■特典動画16本！ ●万円相当 ※1年コースお申込みの方

・管理職養成講座（全12回）より以下3本

管理職の仕事とは～心構えと身につけるべきスキル～

業務の全体像とその管理～何を見て､何を管理するのか？～

｢ルール｣と｢コミュニケーション｣でチームを再点検！

・パワハラにならない指導の具体策

・業務の個別化、ケアマネジメント

・新人研修の方法

・ACGs「事業所運営編7本」

環境／接遇／生活の安定と安全／楽しみ・喜び／家族・地域

事業所の維持／チームワーク

・ビジネススキル3本（ロジカル＆クリティカルシンキング

アイデア創出・問題解決）
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継続的な学習の重要性！

91

■成長のために

・ギャップを埋める＆強みを活かす

・時間とエネルギーをかけた分だけ成長する

・よい情報を浴び続ける、そういう環境に身を置く

・成長は螺旋階段、その時々で受け取るものも違う

・ミラーニューロン効果（思考･行動に影響､時間差で効果！）､感度が高まる

・知れば知るほど分からないことが増える、知りたいことが増える

・学びが理想をつくり、理想が学びを生む

■メンテナンスのために

・いつも良い状態を保てるとは限らない……。

・定期的に軌道修正させてくれる、人・環境の存在が必要

■自分自身、そしてチームワーク

・シャンパンタワー：自分が満ち足りて、人を満たすことができる

・研修はチームで参加､普段は話さないことも話す､施設を越えた連携
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継続的な学習の機会を持つために
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動画
オンライン
研修

対面
研修

影響力・インパクト

回数・頻度

習慣化 ＝ インパクト × 回数
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内容介護現場をよくするライブラリー
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研修･動画の内容
経営から現場まで500本以上！

94

 経営者・経営幹部向けセミナー（20時間相当＋α）

 管理職向けセミナー（20時間相当＋α）

 ケアマネジャー向けセミナー（10時間相当＋α）

 全職員向け法定研修シリーズ（10時間相当＋α）

 新人職員向けセミナー（10時間相当）

 赤本・青本・緑本通読セミナー（20時間相当＋α）

 1日集中講座シリーズ！（30時間相当）
（稼働率、人材確保、管理職養成、実地指導、ケアマネジメント等）

 令和3年度介護報酬改定セミナー（10時間相当）

 リーダー、相談援助職のための説明力向上講座（5時間相当）

 最新情報＆トピックス「マンスリー・ジャーナル」（20時間相当）

 工藤ゆみさんのコミュニケーション力向上講座（20時間相当）

 進絵美さんの面談スキル向上講座（5時間相当）

 吉村ＮＳの看護セミナー（5時間相当）

 ケアマネジャー受験対策セミナー（15時間相当）
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管理職養成ベーシック2024
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■毎月1回90分＋Q&A（セミナー＆後日動画）

１．管理職の仕事とは～心構えと身につけるべきスキル～

２．業務の全体像とその管理～何を見て､何を管理するのか？～

３．｢ルール｣と｢コミュニケーション｣でチームを再点検！

４．｢業務の標準化｣と信頼性と確実性の高い｢教え方の技術｣

５．1対1に強くなる！個別面談（職員を知る）

６．1対1に強くなる！個別面談（定例面談：メンテナンス編）

７．1対1に強くなる！個別面談（定例面談：育成・指導編）

８．チームで成長する！｢会議｣｢研修｣｢情報共有｣の具体策

９．｢業務改善｣の具体策～作戦と手順、反対意見に立ち向かう～

10. 通常業務を制する！タイムマネジメント

11. ｢目標設定･計画立案｣と｢目標絶対達成｣の考え方と技術

12．まとめ ～1年を振り返って～

Copyright (c) hiromasa sakakibara.All rights reserved.

CM･相談員｢質の向上｣&｢省力化｣
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■毎月1回90分＋Q&A ※セミナー＆後日動画

１．ケアマネジメントを学び直す必要性について

介護報酬改定内容、自立支援、尊厳の保持を中心に

２．課題分析（アセスメント）項目の解説

３．生活歴・生活習慣の把握と活用／ニーズ抽出と目標設定

４．ケアプラン立案／課題整理総括表

５．サービス担当者会議／モニタリング／支援経過

６．運営指導とケアプラン点検の基本

７．運営指導対策その１（運営基準編）

８．運営指導対策その２（算定基準編）

９．運営指導対策その３（居宅サービスの活用編）

10．運営指導対策その４（必要書類整備が標準となる仕組み）

11．居宅介護支援事業所の管理運営 その１

12．居宅介護支援事業所の管理運営 その２
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大人数制（法人職員向け）
日中：14時～17時

少人数制（6名限定）
夜間：19時～22時

ー第1回（模擬）6月

ー第2回・第3回（模擬）7月

ー第4回（3日）第5回（25日）8月

ー第6回（8日）→15日に変更9月

第1回（4日）ｲﾝｻｲﾄﾞｱｳﾄ第7回（13日）winwin考える10月

第2回（29日）7つの習慣第8回（17日）理解に徹し11月

第3回（26日）主体的第9回（29日）理解される12月

第4回（14日）終わり描く第10回（19日）シナジー1月

第5回（6日）最優先事項第11回（16日）刃を研ぐ2月

第6回（26日）相互依存第12回（16日）年間計画3月
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内容こちらも是非ご覧くださいませ！

98



Copyright (c) hiromasa sakakibara.All rights reserved.
99

Copyright (c) hiromasa sakakibara.All rights reserved.

生産性向上＆業務改善

100


